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職員白書2009の発行にあたって

　現在、杉並区では、約3800名の常勤職員が区民の暮らしと生活に関わる

様々な分野で仕事をしています。しかし、その現状は職員も含めてあまり知ら

れていないのが実情です。そこで、区では、職員の現状を区民の皆様だけでな

く職員自身にも知ってもらうことを目的に、平成13年から職員白書を発行し

てきました。

　一方、国において、平成16年に地方公務員法が改正され、人事行政の運営

等の状況の公表に関する事項が定められました。区においても、自治基本条例

の趣旨、そして改正された地方公務員法の規定に基づいて、平成17年3月に、

「杉並区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を制定し、人事行政の

より一層の公正な運営と透明性の向上を図ることとしました。

　r職員白書』は、平成蒲7年から、これまでの白書の内容に新たな項目を追

加し、また、『地方公務員法に規定する人事委員会からの業務の状況の報告をあ

わせて冊子形式にまとめることで、条例に基づく人事行政の運営等の状況の公

表を行うものとして発行しています。

　職員白書の発行も今回のr職員白書2009』で8回目となりました。

　どうぞ皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。

平成21年12月

杉並区長 ノ＼切

　、
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1 職員の勤務条件をめぐる最近の動き

1　人事鯛度の改善

（1）勤務時間等の見直し（21年度）

　　民間準拠を基本として、1週間の正規の勤務時間を「40時間」から「38時

間45分」に、1Bの正規の勤務時間を「8時間」から「7時間45分」に改め

ました。また、休憩蒔問を「45分」から「1時問」に改め、休息時間を廃止し

　ました。

（2）病気休暇及び病気休職に係る制度の見直し（21年度）

　国や他団体との制度均衡を図るため、病気休暇に係る給与の減額を免除する

日数を、1回について引き続く180日から90日の限度に改めました。また、

病気休職に係る給与の支給期間を、病気休職期間が満2年から満1年に達するま

でに改めました。

（3）管理職員の勤勉手当一律拠出の実施（21年度〉

　勤務成績に応じた成績率制度の効果的な運用を図るため、21年6月支給の勤

勉手当から、管理職員の勤勉手当の一律拠出を実施しました。

（4）育児短時問勤務制度の導入（20年度）

　職員が育児と仕事の一層の両立を図ることができるよう、小学校就学前の子を

養育するために、希望する勤務形態で勤務できる育児短時間勤務制度を導入しま

した。

（5）統括部長職の設置（20年度）

　各部が自律性を発揮し、主体的な事業展開を行っている中、その執行責任者と

しての職責を明確にするため、統括部長職を設置しました。

（6）勤勉手当の成績率の導入（20年度）

　勤務成績に応じたメリハリのある給与制度とするため、管理職員のみに実施し

ていた勤勉手当の成績率について、一般職員についても平成20年6月支給分か

ら導入しました。

・1・



（7）新しい評価鯛度の実施（19年度）

　職員のより効果的な人材育成、能力開発を実現するとともに、職員の業績・能

力等に応じた職員の処遇を適正に行うため、親しい評価制度を実施しました。こ

の評定結果に基づいて、翌年度の昇給号数や勤勉手当の支給額を決定することと

し、また、透明性を確保するため、評定結果の本人開示・苦情処理の制度を導入

しました。

（8）昇給制度の改善（18年度）

　勤務実績をきめ細かく反映させるため、従来の号給を4分割にするとともに、

普通昇給と特別昇給を統合し、勤務成績に濾じた5段階の昇給区分とし、昇給時

期についても18年度から4月1日に統一しました。また、最高号給を超えて昇

給する枠外昇給も廃止しました。　　　　　　　　　　　・

（9）一般職の任期付職員制度の実施（18年度）

　公務の能率的運営を確保するため、専門的な知識経験を有する者を、その知識

経験が必要とされる業務期間に限って採用する任期付職員制度を実施していま

す。

（10）特殊勤務手当の一部廃止（18年度）

　不規則勤務手当のうち、土・日・年末年始の勤務に係る手当の廃止を、18年

4月から実施しました。

（11）行政系1級職と2級職の統合（18年度）

　行政系職員の職務の級のうち、1級と2級について、職責の違いが明確でなく、

区分する意義が薄れていることから、統合し1級職とし、18年4月から全体と

して1級から9級までの体系に改めました。

（12）子育て支援に係る休暇の充実（17年度）

　妊娠初期休暇の母体保護休暇への変更、出産支援休暇の日数増など、職員の子

育て支援に係る休暇を、17年11月から充実させました。

（13）技能系人事制度の改善（17年度）

　技能系職員の能力と業績に応じた処遇の徹底を図るため、技能系職員について

は4層制の職級構成とし、これに合わせた4級構成の給料表を適用するなどの技

能系人事制度の改善を行い、17年4月から実施しました。同時に、業務員制度

は現員がなくなりしだい廃止することとしました。

・2・



（14）技能主任職昇任選考の実施（16年度）

　技能系職場における職員の指導育成を行い、現場作業におけるリーダーとなる

技能主任を配置するため、16年度から技能主任職昇任選考を実施し、17年4

月から技能系職場に技能主任を配置しています。業務系にっいても、17年7月

から同様の取扱いとなりました。

（15）職員の再任用の実施（16年度）

　再雇用職員では配置が困難な職種やポストに配置するため、16年度から、定

年退職した職員の再任用を実施しています。

（16）経験者採用試験の実施（16年度）

　民間企業での有用な職務経験を有する人材を活用するため、経験者採用試験を

16年度から特別区人事委員会にて実施し、杉並区でも職員を採用しています。

2　私のチャレンジプランの導入

　課、係を単位として、職員一人ひとりが自分の仕事への取組みや職務遂行に必要

な能力開発の目標について考え、チャレンジする「職員チャレンジ目標制度」を1

5年度に試行し、16年度から本格実施しています。平成19年度からは、組織目

標との連携を更に増し、人材育成の視点を重視した「私のチャレンジプラン」とし

て、新たな制度をスタートさせました。

3　職員の人材育成

（1）第2期杉並区人材育成計画の策定（21年度）

　　杉並区が、将来に向け自立した「地方政府」として責任を持って公務を果たし

ていくには、環境の変化を受けた新たな課題に対応する必要があります。そのた

　め人材育成の戦略を再構築し、平成13年度に策定した人材育成計画を改訂しま

　した。今回の改訂では、小さくても力強い組織を支える人材を育成するために、

　これからの3年間で重点的に取り組む内容を明らかにしています。

（2）すぎなみ公務心得三則の制定（20年度）

　区の「基本方針」である「区民とつくる小さな区役所で五つ星のサービスを」

のもと、公務の使命及び区役所のあるべき姿とそれを実現すべき杉並区職員の

「行動指針」として「すぎなみ公務心得三則」を剃定しました。

　この内容は、今後の人材育成の原点です。

（3）特別区共同研修からの自立（19年度）

　　「杉並区の職員は杉並区で育てる」ことを基本方針に、特別区職員研修所で

　行う共同研修についての参加を見直し、職層研修には参加しないこととし、専

　門研修等についても、職員育成上必要なものを選択し参加しています。

・3・



4　職員の健康管理・メンタルヘルス

（1）心の健康づくり計画（18年度）

　職員のこころの健康が保たれるよう、予防から発症・治癒後の職場復帰までを

体系的に整理した「職員の心の健康づくり」を冊子にまとめました。これにより、

職員の心のケアを実施します。

（2）各職場との連携

　心の健康問題を抱えている職員と職場の上司、主治医との連携を図り、職場復

帰への支援を実施するとともに、復帰後には心理カウンセラーのフォロー面接を

実施しています。

（3）ストレス診断の実施

　メンタルヘルスの不調を深刻化・長期化させないためには、早期発見が重要で

す。職員白身がストレスに気づくために、全職員を対象としたストレス診断を実

施しました。

5　その他

（1）庶務事務システムの構築

　　「杉並区情報化アクションプラン」に基づき、各課における庶務事務を軽減し、

職員が本来業務に専念できる環境を整備するため、ICカードを使用した庶務事

務システムを構築し、19年度から稼動しています。

（2）職員の子育て支援行動計画の推進

　「次世代育成支援対策推進法」に基づき、子育てを行う職員の仕事と子育てと

の両立を支援する勤務環境の整備を図るため、同法に規定された特定事業主行動

計画として、「杉並区役所職員の子育て支援行動討画」を17年1月に策定しま

した。今後、計画の推進組織を設置し、勤務環境の整備に努めます。

・4・



1　表とグラフで見る職員の現状

・5・



第1章 職　員

1
区職員の配置の現状

　平成21年4月1日現在の職員数は、3，785人です。（特別職、臨時職員を除く。）

部別の配置状況は、保健福祉部が1，842人と最も多．く、あとは教育委員会（学校も含

む）、区民生活部、環境清掃部、都市整備部、政策経営部の順になっ．ています

各部局配置職員一覧 』　平　21年4月1日現在
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2　職員数の推移

　職員数は、昭和40年4月の福祉事務所等の都からの大幅な事務移管、部制の施行、

昭和50年4月の都の配属職員制度廃止、保健所事務の移管等、人口増による行政需要
の拡大により増加してぎました5

　昭和60年に行財政改革に取り組んで以降、職員数は昭和59年をピークに減少傾向

にありますが、平成12年度は、清掃事業移管に伴い都の清掃職員347名が派遣された

ため、291名の増となっています。「スマートすぎなみ計画」（10年間で1，000名の人

員削減を目標）策定後、9年間で931名削減し、平成21年4月1日では3，785人にな
りました。

杉並区職員数の推移
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3　年齢別職員数

職員の平均年齢は年々高くなっておリ、この5年で0．7歳高くなっています。

これは、行財政改革による新規採用の抑制、退職不補充などによるものです。

職員の平均年齢の推移（各年4．1現在〉

43，8

43，6

43．4

43．2

43．0

42，8

42，6

一．一一一．D嚢4登誕．三奮量．．

一一．一一 黶G＝

X3i屡
ヨ三＝：三∈

m一重垂

　　　一s43i71三一．一一ニー

齊活黶ﾟ一一三

@一≡一琶一一．三垂三三mﾇ

　　　一一一鼈鼈鼾43窪藷三奮璽藁零藁＝一蕪三莚

ﾈi一至

?ﾇ重
ｾ誓三⊇．藝

J彗灘AYi�

三三三三．嘉

L一一� 一．．一�
藝妻遙壽叢�

一嚢垂．奎�
≡≡｛．モ

G颪三≡
ﾟ…　一�一一一．睾

梼¥�
　　一一丘蕪�

語三�
　　＝一＝一：蚕
S3io三．一一i　　　一�

一嚢� …嚢重．�
一重ｾ� 三≡蚕瑳� 華嚢� �壼．茎一蒙、　．況　∫�

＝垂奪
ｪ　三� 塁垂X　　マ�

壼・嚢曇愈；�

三蓬慧二薫工三ヨ罫．　一一　　．　邑�

7 8 9 0 1

特別職等を除く。

00％
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員の年齢構成の推移
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勲。

81

禦

29歳以下圏30歳以上39歳以下園40歳以上49歳以下圏50歳以上
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0年齢別に見ると40歳以上の職員はそれぞれ100名を超えており、特に中堅の48歳・

　　49・50歳の層は、140名を超えています。

○　一方、10代の職員は2名、25歳以下の若手職員は175名（4．62％）となっています。

年齢

器

1；

ll

器

52

11

弱

鴛

麗

42

盤

器

ll

ll

32

器

讐

ll

ll

22

　20

年齢別職員数
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4　職種別職員数

　区の職員を職種別で見ると、職員総数3，785人のうち、事務系が1，568人（4L4％）、

福祉系が1，051人（27．8％）、技能・業務系が637人（16．8％）、一般技術系が264人

（7，0％）、医療技術系が165人（4．4％）、教育職員等100人（2．6％）となっていま
す。

職種別職員数

平成21年4月1日現在
教育職員等

　2．6瓢

作業
06
警備
tO

　保健師
　1．9駈
電気その他

　1ρ％
衛生監視

　0．9％

土木造園
2．9幅

福祉その

3β覧
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5　職層別職員数の推移

区の職員を職層別で見ると、主任主事以上の職員が約68％となっています。

平成21年4月1日での職層別の割合は、管理職107人（2，9％）、係長級772人
（21．1％）、主任主事L608人（44．0％）、一般職員1，165人（31．9％）となっています。

100％

90％

80％

70％

60％

50％

40％

30偏

20％

10％

0％

　　　　　　　　職層別職員数の推移　　　　各年4月1日現在

1G8　　　　～G7　　　　1G6　　　　重01　　　　重OC　　　　97　　　　重重1　　　　1G5　　　　106　　　｛O了

1・924一，784＿1，69L1，575

閣

12　　 13　　 14　　 15　　 16　　 17　　 18　　 19　　 20　　
21

團一般職員團主任主事□係長級日管理職

※特別職、派遣職員、休職者等を除く。

【ひとくちメモ　ー男女別では…一】

　平成21年4月1日現在で見ると、性別では、男性職員44．5％、女性職員55，5％
となっています。

　職種別で見ると、事務系では、男牲職員が54．5％となり過半数を超えていま

すが、保育士を含んだ福祉系では女性職員が88，8％、医療技術系では89．1％と

多くなっています。

　職層別で見ると、女性職員の割合は一般職員57．6％、主任主事級66，7％、係

長級34、7％、管理職15．7％となっています。
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第2章　採用、昇任、処分、退職

！　採用

　昨今の厳しい社会経済情勢や行政改革に伴う定数削減を反映し、職員の採用数は、

退職者数の4割以下となっています。

職員採用数の推移（全体）

80

70

60

50

40

30

20

73 71

58 58 58

　　」山U3

55
51

…閏

鼈黷P…閲

酌㎜ガ

@　　3
一

一hA「酌「、凹

響2年 13年 14年 15年 」6年 17年 匪8年 ヨ9年 気｝年 21年

新規採用職員の内訳 平成21年11月1日現在

望2年　13年 14年 15年　16年 押年 18年　19年 20年 2望年

事務系 15　　　1 斜 17　　　24
21

20　　　20
23 28

福祉系 31　　34
30

25　　　15
22 4　　　圭9

39 20

一般技術系 6　　　2
2
6　　　15

9
1　　　7

6 15

医療技術系
6 9 3

3　　　4
6
8　　　5

3 o

技能・業務系 15 望2
1
0　　　0

0
0　　　0

0 0

合計
73 58 47

55　　　58
58
33　　51

71 63

※各年度の新規採用職員（任期付採罵職員、年度途中採用職員を含み、他区などからの転入・幼稚園、

　小学校教諭は含まない）
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2　昇任

　一般行政職の職員は、職務の内容に応じ1級職から9級職までに区分された職に任

用されています。上位の職に任用されることを昇任といいます』

　特に主任主事、係長職、管理職の選考には、筆記試験等の選考があります。

採用から昇任の流れ

6年
※　　　主任主事

以上　　昇任選考

1級1年

2級5年

5年

以上

10年

※

以上

7年

以上

総括係長職

昇任選考

主任主事

昇任選考
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（1）　主任主事昇任

○　選考対象者（有資格者）　※経過措置期間中のため、21年度対象者を記載。

　［短期］　　2級職5年以上、年齢50歳未満

　［長期A］　2級職12年以上、年齢38歳以上56歳未満

　［長期B］　2級職5年以上、年齢55歳以上

○　主任主事選考（短期）の実施状況を見ると、近年、受験者・合格者数は、ほぼ

　横ばいの状況にあります。

0　平成20年度の主任主事選考（短期）合格者の平均年齢は、33．3歳です。

主任主事昇任選考（短期）合格者の平均年齢

年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

平均年齢 34」 33．4 33．4 33．1 32．8 32．7 33．7 33．2 33．6 33．3
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（2）係長職昇任

0　選考対象者（有資格者）

　　［一般］　主任主事5年以上、年齢50歳未満

　　［長期］　2級職15年以上うち主任主事7年以上、年齢50歳以上58歳未満

○　係長職昇任選考（一般）の実施状況を見ると、有資格者、受験者数共に減少傾向

　にあります。

　人

800

　　69重
700

係長選考（一般）実施状況

　　　717　　　　　　700
698

600

500

400

300

200

て00

　0

ミ

霧

髪

髪2・1

多

髪

　

　

　

169

z

z

菱

髪

彰

毎

645　622　625　616
㌶

髪

彰

髪

z

z

z

z

z

髪

z

11年度12年度｛3年度14年度15年度｛6年度17年度18年度19年度20年度

　　　　　　　　　　ロ有資格者■受験者口合格者

○　係長職昇任選考（一般）の合格者の平均年齢は、おおむね横ばい傾向にあります。

　　平成20年度の平均年齢は　41、5歳となっています。

係長職昇任選考（一般）合格者の平均年齢

11年度 12年度 13年度 糾年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

平均年齢 40．8 40．5 40．3 4准，0 41．2 40．5 40．9 42．1 42．9 41．5
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主査から係長・担当係長への任用と総括係長職昇任

○　係長職及び総括係長職のポストと在職者数の関係で、主査が係長・担当係長にな

　るまでの平均年数は年々長期化し、平成14年度には平均7、7年にまでなっています。

　また、係長・担当係長への任用平均年齢もおおむね47～48歳で推移しています。

　このことは、若手係長として行政の最前線で力を発揮する時期が遅くなり、係長職

　昇任選考合格者のモラールを下げる原因にもなっています。そこで、意欲や能力の

　高い主査を早期に昇任させることができるよう、配慮しています。

0　同時に総括係長職昇任者の平均年齢も上昇傾向にあります。

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

年
主査から係長・担当係長になるまでの平均年数の推移　　各年度4月1日現在

7．70

6．65
「 6．90

，6．70 6．23 6．86 ス07 6．69 6．64

粗年度　13年度　14年度　15年度　16年度　17年度　18年度　19年度　20年度　21年度

12年度 13年度 14年度 重5年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 2望年度

係長・担当係長

C用平均年齢
48．5 47．8 48．2 47．9 47．9 45．0 46．8 47．5 46．3 48．0

総括係長職昇任選考合格者数と昇任平均年齢

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 侶年度 19年度 20年度 21年度

総括係長

ｸ任者数
雀7

20 22 26 26 24 27 27 34 28

平均年齢 5t1 50．6 50．フ 5凄．3 5t3 49．1 49．2 51．2 514
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（4）管理職選考

　0　管理職選考は、特別区人事委員会の23区統一選考で実施しています。

　0　選考対象者

　　・　［1類3主任主事6年以上、年齢55歳未満
　　　　［ll類］総括係長1年以上、年齢47歳以上56歳未満

管理職選考《1類）杉曲区職員受験状況
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20 5 1

管理職選考（∬類）杉並区職員受験状況
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　　　　　　　　　　ロ有資格者■受験者ロ合格者
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3　処　分

法令違反などの一定の義務違反があった場合、職員は懲戒処分を受け、道義的資任

が問われます。

　職員一人ひとりが、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務すべき責務を有

していることを強く自覚する必要があります。

0　地方公務員法は、懲戒処分として免職、停職、減給、戒告の4種類を定めてい

　　ます。

○　平成13年から、杉並区ではヂ職員の懲戒処分等の公表基準」について定めて

　　おリ、職員の懲戒処分等を行った場合に公表しています。

　　　　　　　　　　　　　懲戒処分の概要

処分の内容 16年度 17年度 18年度 19年度 2◎年度

戒告

5名（公務

¥の交通事

ﾌ1名、投
[用紙の誤
�t2名、

ﾂ入情報の
ｴ失2名）

減給

1名（通勤

r上の交
ﾊ事故）

4名（公務

?ﾌ交通
膜ﾌ、痴
ｿ、飲酒上

ﾌ暴行2
ｼ）

停職1か月未満
1名（職務

齡O義務違
ｽ）

1名（私事

㈲ﾎ）

停職1か月以上

@　3か月未満
1名（私事
㈲ﾎ）

1名（私事

㈲ﾎ）

1名（私事
㈲ﾎ）

2名（私事

㈲ﾎ、戸籍

ﾌ附票の
ﾊしの不
ｳ交付）

2名（無許
ﾂの兼業、

�ｱ中の交
ﾊ事故）・

免職
1名（ひき

ｦげ）

計 7名 2名 2名 7名 2名
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4　退　職

退職は、定年退職とその他の退職（定年前の勧奨退職と普通退職に区分）に分け

られます。

　今後、10年間の定年退職者の見込みは、約1　200人になります。これに普
通・勧奨退職者（見込み）を加えると約1　500人の退職が見込まれます。

○　過去10年間の退職者数

11年度

12年度

13年度

14年度

15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

20年度

團定年

国勧奨

ロー受等

※一般等退職には死亡退職を含みます。

※年度中途退職者を含みます。
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○　今後10年間の定年退職者数の見込み

人

21年度

22年度

23年度

24年度

25年度

26年度

27年度

28年度

29年度

30年度

定年退職者予定数
平成21年4月1日現在

　123

B7

T18

灌20

@　127

P7

11

歪47

o 20 4G 60 80 1GO 嘘2G
140 160
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第3　勤務条件

1　勤務時間

職員の勤務時間は、杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例に基づい

て、1週間に38時間45分（1日7時間45分）と定められています。（職務内
容によっては、割リ振りが異なる場合があります。）

2　年次有給休暇

区職員には条例に基づき、1年に20日間の有給休暇が与えられています。（23
区すべてに共通しています。）休暇は、職務に支障がないときは、時間単位での取

得が可能です。

○年次有給休暇の取得状況

　休暇を取得する理由は様々ですが、毎年平均して霊5～16日程度、取得をして

います。

16β

16

15．5

15

14．5

14

13．5

年次有給休暇の平均取得日数

3　特別休暇等

職員には公民権行使や結婚、出産その他の特別な事由によって、勤務しないこと

が相当である場合、その理由に相応した休暇があり、これを特別休暇と呼んでいま

す。また疾病、負傷の療養や家族介護のために、病気休暇、介護休暇という制度も

あります。
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4　育児休業

平成15年に、次の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される社会を形成

するため、「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。杉並区においても、

法の趣旨に基づき、事業主としての立場から、平成17年1月に、「杉並区役所職
員の子育て支援行動計画」を策定し、職員の子育て支援に取り組んでいます。

○育児休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進することを目的とした制

　　度です。常勤職員が3歳に満たない子を養育している場合、その子が3歳に達

　　するまでの期間取得することができるものです。ただし、育児休業終了後も引

　　き続き勤務する意志のある職員が対象となります。

○　近年は、男性職員の取得がなく、男性が取得しやすい環境とは言い難い状況で

　　す。
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第4　職員の給与と人件費

1　区職員の給与決定のしくみ

　区の一般職員の給与は、23区が共同で設置した特別区人事委員会が、毎年、民間

従業員の給与実態を調査し、区職員と民間従業員との給与の較差を明らかにしたうえ

で、その較差をなくし民間給与の実態と合うように給与の是正を勧告します。

　この勧告を受けて、区は給与に関する条例案をつくり、議会での審議を経て、一般

職員の給与を決定しています。

○　平成20年度の職員給与は、民間給与とほぼ均衡しているため（公民較差75円、

　0．02％）月例給与の改定を見送りました。また、期末・勤勉手当も民間の支給割合と概

　ね均衡しているため、改定を見送りました（公民較差0．01月分）。

2　区職員の給与（平成20年度一般会計決算、退職手当を除く）

職員一人あたり人件費

（単位汗円）

人数

給料

iA）

職員手当等 退職手当を

怩ｭ職員手当

　給与費

iA）十（B）＝（D）

退職手当を

怩ｭ給与費

@（D）一（C》

共済費

iE）

　人件費

iD）十（E）＝（F

退職手当を

怩ｭ人件費

iF）一（G）（B）　うち退購当㈹ （B）一（G）

一般職員

l件費

3，6刀 15」78ρ88 15，794，董83　3，8501521 11，943，662 30．9フ2271 2ア，121，750 4．686β66 35．6591137 31β08，616

1スあたヴ 412 429　　　　ろ04 司24 £42 Z3Z ろ2z 窮69 855

※再任用職員除く

一般職員1人あたりの
E員給与費

一般的にいう一般職員1人あたりの

l件費

○　上記の表で見るように、区職員の平均給与は年額約738万円です。

　ただし、人件費ということでみると、これに共済費、退職手当が加わります。

　　共済費を含めて計算すると1人あたりの人件費は約865万円、また退職手当も含め

　ると1人あたり約970万円となります。
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3　職層別給与、職種別給与

区職員の給与の実際はどのようになっているのでしょうか。

平成20年度の実績をもとに職層別、職種別の平均給与の実際を紹介します。

（1）職層別平均給与額（平成20年度実績）

　　職層別にみると一般主事が約510万円、主任主事が約760万円、係長級が約890万円、

　管理職が約1」80万円、技能業務系主事が約700万円となっています。

平成20年度職層別年聞平均給与額 （単位：円）

職層名 職員数 給料 地域手当 扶養手当 期末勤勉手当 その他手当 合計

部長級 34 6，195，679 1」72，156 133ρ76 3，725，456 t954，676 13，181，043
管理職

統括課長級 16
5，674，725 1，067，728 235，219 3，257，088 1，599，349 11，834，109

課長級 58 5，318，388 972，549 157891 2，948，879 t580，926 10，978，633

管理職平均 108
5．6481126 1，049，667 161，543 3，239，691 t70t597 11βGO，624

総括係長級 187
5，185，879 786，390 102，524 2，510，013 893，857 9，478，663

係長 292 4，929，09准 749，603 111，585 2，307，768 957，209 9，055，256
係長級

係内主査 273 4，628，907 702，693 96，フ85 2，15tフ00 865，814 81445，899

係長級平均 752 4，883，381 741，630 103，940 2，30t140 908，125 8，938，2准6

任主 11426
4，321，302 650，987 60，170 ち986，670 557，342 7，576，471

2級職 575 3，080，913 462，809 32，469 1，350，978 4361290 5，363，459一般主事

1級職 114
2148，690

320545 4，041 828，341 32Z468 3，629，085

一般主事平均 689 2，928，685 439，573 27，782 霊，265，360 418，576 5，079，976

能・業　，、 688 3，906，994 598，419 120」03 1，772，115 597，575 6，995，206

平均 3，663 4，135，703 631，646 77β10 1，912，014 644，437 7，401，110

※職員数は12か月の平均職員数。

※国保会計職員を含み、教諭を含まない。

（2）職種別年間平均給与額、人件費（平成20年度実績）

　　職種別の年間平均給与額と人件費は下記のとおりです。

平成20年度職種別平均給与額と平均人件費 （単位：円）

職種 職員数 平均給与額 共済費 平均人件費

事務系 1，545 7，834，087 1，326，757 9．160β44

福祉系 1ρ18 6，89t736 1，224，210 8，115，946

一般技術系 250 7，908，973 t405ρ93 9，314，066

医療技術系 i61
7，415，328 1，292，407 8，707，フ35

技能・業務系 688 6，995，206 t205，739 8，200，945

平均 3，663 7，401，110 1，279，327 8，680，437

※職貝数は12か月の平均職員数。

※国保会計職員を含み、教諭を含まない。
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4　ラスパイレス指数

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料を100とした場合の地方公共団体

職員の給料水準を指数で示したものです。

　平成20年度の区職員のラスパイレス指数は、23区平均よリ高めとなりました。

　また、地域手当補正後ラスパイレス指数は、101　3でした。

※地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味して比較した指数です。

105．0

104，0

103．0

102．0

101．0

100．0

99．0

98．0

97．0

ラスパイレス指数

14　　15　　灌6　　17

　各年4月1日現在

11．4．1 12．4．1 13．4．1 144．1 15．4」 ｛6．4．1 17．4．1 」8．4．ま 19．4」 20．4．1

杉並区 103．0 102．6 102．5 て02．2 102．4 100．2 100．1 10i，7 1022 102．6

23区平均 102．9 102．6 102．3 102．1 102」 100．3 100．3
10t4 10毒．9 10t8

全地方公共団体平均 董01，2 100．7 てOO．5 100．6 100．1 97．9 98．0 98．0 98．5 98．7
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5　人件費の抑制

　人件費にっいては、職員数は削減していますが、金額及び歳出全体に占める割合

（人件費比率）は、高いレベルで推移しています。

　職員定数の削減などによリ職員数が減っても、退職手当の増加によリ人件費が伸

びる結果になることもあります。また、人件費総額が減っても区全体の歳出総額が

減ると、人件費比率が上昇することもあります。

　人件費抑制のため、より一層の内部努力を行うことが求められています。

0　10年間の職員数の推移

人

4．700

4、400

4，100

3，800

3，500

職員数の増減

12

．．望z9－－4、259．＿＿．＿＿＿＿＿＿一＿．一＿

13　　　14　　　15　　　韮6．　　17　　　18　　　19　　　20　　　21

　　　　　　　年度（4月1日現在）

　　　　　　　　　　　　　※｛2年度に清掃職員が347名加わる

0　人件費総額及び人件費比率の推移

⊂：＝コ退職手当除く人件費　　趣退職手当
一骨一人件費比率（杉並区）　・・◆一人件費比率（23区平均）

　％

35．0

30．0

25．0

20，G

15，0

10．0

5．0

0．0

※普通会計決算による。
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第5　健康管理

1　所属別定期健康診断受診状況

区職員の定期健康診断の過去5年間の実績を示したものです。

近年の健康志向に伴い受診率は向上し、高水準で定着しています。

所属別定期健康診断受診率について（5年間）

　　　　　　　　　　　　　　　平成21年3月31日現在

部名 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

政策経営部 92．0％ 94」％ 90．9％ 94，096 95．3％

区長室 92．9％ 80！茎％ 87．9％ 91β％ 93．9％

危機管理室 85．0％ 82．6％ 100．0％ 95β96 95．7％

区民生活部 92．3％ 89，896 92．1％ 9t1％ 90．5％

保健福祉部 93．2％ 92．9％ 93，596 92．9％ 93．8％

都市整備部 9t9％ 一　　91．8％ 90．9％ 9α5％ 93．5％

環境清掃部 9α996 90．8％ 93．2％ 98．7％
8a696

清掃職員 983％ 97」％ 97．5％ 98」％ 96．9％

教育委員会

末ｱ局
85．8％ 87．8％ 84，896 9tO％ 89．8％

行政委員会 95．0％ 96！茎％ 96．6％ 100．0％ 98．1％

学校職員 77．8％ 91．5％ 90，396 87．4％ 89．7％

％

100．0

95．0

90．0

85，0

定期健康診断受診率（全体）

　　　　　　　　　　　　　92．7　　　　　　　　　92．5　　　　　　　93・1

　　　　　　92，1

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
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2　長期病気休暇取得者数、休職者数

過去5年間の推移を示したものです。

心療系疾患による数揮取得者の申で一定の数値を占めています。

平成16年

平成17年

平成田年

平成董9年

平成20年

長期病気休暇取得者数

・28・
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圖心療系疾患
1囲その他

乎成20年度疾病別内訳

・墜削野

婦人科…ぎ

　5％

腿外科系

　7％

　13％
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3　職員健康相談室利用状況

　平成20年10月から過重労働者に対する産業医面接を開始しました。

また、職場復帰訓練後のフォロー面接を心理力ウンセラーにより実施するなど、

相談体制の充実を図っています。
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第6　職員の福祉・共済・公務災害補償制度

　地方公務員法（第41条）は、職員一人ひとりが安心して職務に精励できるよう経済的、

文化的にも生活の充実を図るために、職員の福祉が保護されています。

　また、職員の厚生福利制度では、厚生制度（地方公務員法（以下「地公法」という。）

第42条）、共済制度（地公法第43条）、公務災害補償制度（地公法第45条）について定

めています。

　共済制度や公務災害補償制度などのように、特別法により事業内容が定められている

ものをr法定厚生福利」、地公法第42条に基づき実施するものを「法定外厚生福利」と

よんでいます。

　現行の特別区の厚生福利制度は、次のとおりです。

厚
生
福
利
制
度

元気回復一

互助事業

職員住宅

職員健康相談

その他

特別区職員文化体育会

その他

特別区職員互助組合

各区職員互助会

1　厚生制度

職員の健康保持・増進、生活福祉の向上を図ることは、職員の勤労意欲や能率的な公

務運営を確保する上で大きな役割を担っています。地公法第42条では、厚生制度につ

いて規定し、その自主的な実施については地方公共団体に義務づけておリ、これに基

づいて、杉並区及び特別区では、条例により互助会組織を設置し各種事業を実施して

います。

　なお、福利厚生事業のあり方について、区民やマスコミ等からの厳しい指摘を受け

ている現在、各団体においては、事業運営や事業内容の見直しを行っています。
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（1）　杉並区職員互助会

　　　杉並区に勤務する常勤職員とこれに準ずる職員（特別会員）が会員として加入し、

　会費（給料月額の3．5／1，000）と区からの事業補助金（事業主負担）により運営さ

　　れています。会員数（平成20年4月1日現在）は、4」32人で年々減少の傾向にあ

　　ります。

　　　職員互助会の事業活動は、カフェテリアプラン事業（宿泊補助、各種生涯学習補

　　助など）、文化活動補助事業（文化・体育サークル活動などへの補助）、給付事業（慶

　　弔見舞金等の給付）などで、職員の健康保持や元気回復を目的とした各種事業を実

　　施しています。

　　　区は、平成20年度の職員互助会一般会計決算額1億5089万5437円のうち、会

　　費収入と同額の5806万6432円を事業補助金として交付しました。

（2）　特別区職員互助組合

　　23区共同の互助組織として、特別区職員互助組合が設置され、「スケールメリッ

　　トを最大限に生かした事業」として、各種保険事業、相談事業などを実施していま

　す。

　　特別区職員互助組合には、特別区と一部事務組合の職員合わせて約7万人が加入

　　し、組合費（給料月額の1．7／1，000）により運営されています。

2　共済制度

　地方公務員法第43条に規定する共済制度は、地方公務員等共済組合法によリ、職員

が納付する掛金と地方公共団体の支出する負担金を財源として適切な給付を行うこと

により、職員及びその被扶養者や遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、

公務の能率的運営に資することを目的とする制度です。区職員は教員を除き、東京都

職員共済組合の組合員となり、教員の区職員は、公立学校共済組合の組合員となりま

す。区職員は所属する共済組合から、短期給付事業（医療保険給付等）、長期絵付事業

（年金給付等）、福祉事業を受けることができます。

3　公務災害補償制度

　地方公務員の公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）又は、通勤による災害に

対する補償については、地方公務員災害補償法に基づき、すべての地方公務員につい

て統一的に実施されています。具体的には、地方公務員災害補償基金が地方公共団体

に代わって公務災害補償を行っています。
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可6年度 17年度 18年度 可9年度 20年度

口区四清掃圏学校ロ合計

4　その他の厚生制度

（1）　職員の被服貸与

　　職務上、必要とする職員（給食調理、清掃職員等）に対して、被服の種類や貸与

　期間を定め貸与しています。

（2）　職員佳宅の管理

　　職員住宅は、主に独身寮で貸与を受けることが必要な職員に、貸与期間、使用料

　等を定め貸与しています。

　　なお、防災住宅は、災害対策要員に従事することを入居要件とした住宅です。

（職員住宅の概要） ［平成21年4月1日現在］

名称及び種別 規模 月額基本使用料 貸与期間 備考
久我山東保育

久我山寮 12室 4，700円～5，400円 5年 園併設

（女子独身寮）

管理人室 中瀬保育園併
中i頼寮 1室 管理人室39，200円 管理人室10年 設

（女子独身寮） 単身者用 単身者　　22，100円 単身者　　5年

24室
管理人室

成田防災住宅 1室 管理人室76，600円 管理人室10年
単身者用 単身者　25，100円 単身者　　5年

19室

高円寺南保育
高円寺防災住宅 単身者用 31，800円 5年 園、ゆうゆう

重4室 高円寺南館併
曇Jb

訊
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第7　職員の人材育成と勤務評定

　杉並区では、平成21年5月に「第2期杉並区人材育成計画」を策定しました。この

計画により、職場全体を公務の学びの場として位置付け、職員自らがキャリアプランを

描き、目標に向かってキャリアアップを図っています。加えて、民間の研修業者と連携

し、民間の研修技術による、最新の情報を取り入れた研修を行っています。近年では、

採用内定者も含めた若い職員の育成に特に力を入れているほか、接客能力を向上させる

研修や、メンタルヘルスケアの充実にも力を入れています。

1　研修受講回数および受講者数

○杉並区職員の平成16年度から20年度までの「研修受講回数および受講者数（延

　べ）」の実績は、下記のとおりです

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

　　　85回
D一■，一・・一・昌一・．　畠・一・國一・・一，・一，■一

75回 77回 120回 102回
杉並区研修

ﾖの参加
6，574名 3，667名 2，514名 3，776名 2，871名

357回 376画 362回 215回特別区研修

h遣研修等

ﾖの参加

「．■

@1，005名 1，201名 1，095名 506名

　　196回
o「一「■胃■「一77－77一■層冒「．R「．隙．層

@698名

442回 451回 439回 335回
@圏P謄層P－P，曽■

298回
合　計

7，579名 4，868名 3，609名 4，282名 3，569名

＊特別区研修の職層研修には、平成19年度より参加していません。
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2　すぎなみ公務心得三則

　「すぎなみ公務心得三則」は、区の「基本方針」である「区民とつくる小さな区役

所で五つ星のサービスを」のもと、公務の使命及び区役所のあるべき姿とそれを実現

すべき杉並区職員の「行動指針」として平成21年3月に策定したものです。
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3　勤務評定と自己申告

（1）勤務評定

　勤務評定とは、地方公務員法第40条第1項の規定に基づき実施されるものです。

客観的かつ継続的に職員の勤務実績を把握することで、職員の指導及び監督の有効な

指針として役立てるとともに、公正かっ科学的な人事管理を行うことで、職員の能力

及び職務能率の向上に資することを目的としています。杉並区では、杉並区職員勤務

評定規程に基づいて、勤務実績（能力、態度、業績の3つの観点）により行っており、

人事管理に利用しています。

　管理職については、自己申告書の提出と上司からのヒヤリング実施により評定を行

う、目標管理制度が導入されておリ、その評定結果は、翌年度の勤勉手当の支給割合

に反映させています。

　また、平成20年度からは、管理職以外の一般職員についても、勤勉手当に成績率

が導入され、支給額から拠出や加算が行われるとともに、昇給割合にも評定結果が反

映されています。

（2）職員チャレンジ目標自己申告制度

　杉並区では、平成15年度から、係長級、一般職員を対象として、杉並区職員チャ

レンジ目標自己申告制度を導入しました。これは、職員が組織目標に対応した職務目

標を掲げ、目標達成に向けて努力することにより、計画的な事業の遂行と組織目標の

達成をめざすこと、また、職務遂行に必要な能力開発や仕事の取組み方に対する目標

を掲げ、チャレンジすることにより、職員の意欲を高め、職場を基本とした紐織的・

計画的な能力開発を図ることを目的にしています。平成19年度からは、職員の人材

育成により重点をおく形で制度を改正し、実施しています。
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Il1特別区人事委員会の業務状況の報告

　地方公共団体が人事行政の運営等の状況の公表を行う際は、地方公

務員法第58条の2第2項の規定によリ、人事委員会又は公平委員会

から報告される業務の状況をあわせて公表することとされています。

　この項では、23区が共同で設置している特別区人事委員会から報

告された業務の状況を掲載しています。
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　　　　　　　　　　　　　　　平成20年度の業務状況の報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別区人事委員会

1　職員の競争試験及び選考の状況
　（1）採用試験等

　　、平成2G年度における採用試験等については、以下のとおり実施したσ
ア　受験資格等

「

国籍

v件
年齢 資格・免許 その他

事務

土木造園（土木）

土木造園（造園）

建築
有
22歳以上
Q8歳未満

機械

1 電気

「・活字印刷文による出題に対応できる

l。ただし、事務については点字による出
閧ﾉ対応できる人も受鹸できる。・22歳未満の者で学校教育法に基づく大

w（短期大学を除く。〉を卒業した人、ま
ｽは、これと同等の資格があると人事委員
?ｪ認める人

福枇 無

22歳以上
R0歳未満

社会福祉士、児童指導
�ﾜたは保育士となる
相iを有し、都道府県
m事の登録を受けてい

骼ﾒ

衛生監視（衛生） 　叩丁　一　　　び
ﾂ境衛生監視員

衛生監視（化学）
有

尿麟轟 無 22歳以
S臓未満

保健師

皿
事務 有

18　以
Q2歳未

活字印刷文による出題に対癒できる人

事務 有
玉8歳以上

Q8歳未満

・身体障害者手鰻の交付を受けている人・特別区の区域内に住所を有する人・自力通勤ができ、かっ介護者なしに職務遂行が可能な人、・通常の勤務時間に対椿できる人・活字印刷文による出題に対応できる人

事務経験者2級

土木造園（土木）
器歳以上
R2歳未満

従民

槙ﾔ
�凾

Sで
Nの
ﾈ業
纐ｱ

建築

当該職種に関係

ｷる業務に従事

事務

土木造園（土木）

建築
32歳以上

R7歳未満

従民

槙ﾔ
�凾

Wで
Nの
ﾈ業
纐ｱ

機械
有

当該職種に関係
ｷる業務に従事

電気

事務

　　・

E活字印刷文による出題に対応できる人。
ｽだし、事務にっいては点字による出題に
ﾎ麻できる人も受験できる。

@　　　　　　　　　一

土木造園（土木）

建築
37歳以上

S6歳未満

麹ll

機械

当該職種に関係

ｷる業務に従事

電気

注1：身体障害者を対象とする採用選考の略



イ　日　程

区　　分 1類 皿類 身障選考 経験者

告　　示 3月19日 6月10日 8月7日 6月10日

1次試
i筆記） 5月1旧 9月15日 10月13日 9月15日

1次試験
㈱i発表

6月27日 10月20日 H月4日 10月20日

2次試
i面接）

’7月7日幌7月22日 10月27日～29日 11月13日、27日 11月1日～11月30日

最終合格発表 8月4日 1L刷旧 12月11日 12月5日



ウ　実施状況
単位：人、％

7採用区分

職　　　種
i試験区分）

申込者数 　　受験者数
u

最終合格者数

20年慶 19年度 比較 20年度 比較 20年度 19年度 比較
増△減

19年度
増△減 増△減

蓼 8‘320 7，5i8
802

5，934
51847 87 1，278

964 3董4

木’

y 414 423 一9 309 315 一6
146 121 25

土木’園　、出

88 91
一3 60 82

．－
Q2 29 19 10

233 196 37 173 重46 27 93 81 12

機械 57 66 一9 38 49
一H

21 18． 3
1．

ﾞ 電気
101 72 29 56 55 1 26 ｛4

12

一 417 280 蓋37 286 216 70 61 22 39

一 254 207 47 181 164 17 73 67 6

　一q
106 102 4 66 68 一2

9 11
一2

」 511 485 26 405 413 一8
91 110

一19

小　　　言・ ’10，501 9，440 Lo6蓋 7，508 7，355
153

1，827 1，427
400

3，102 L852 1，250 2，504 1，415 1，089 272 288 一16

　　　　　、
ﾆする採用選考

事務 55 70 一15 47 59
一12

16 15 1

正，398 1，214 184 89韮’ 638 253 183 192
’　－9

2級職

土　’園

@土
70 79 一9 40 48 一8 27 24 3

築 58 43 15 34 19
韮5・

25 i2 13

小　　言、 1，526 1，336
Igo 965 705 260 235 228 7

事　　　遊 2，090 L781 309 1，4韮1 1，084
327 86 51 35

土木’

@土
176 199

一23 118 137
一19 至2 lo 2

3級職

呈任主事↓

築 106 ll5
一9 80 84 一4 25 38 一13

30 36 二6 26 28 一2
7 8 一1

経験者

電　　　気 40 48
一8 28 29 一正 13 9 4

小　　計 21442
2，179

263
1，663 L362 301 143 116

’27

産 1，904 ｝ 皆増 1，265 一 皆増
12

一 皆増

土木’囲

@土
195 一 皆増 127 　 皆増

6 一 皆増

築 91
一 皆増 59

一 皆増
7

一 皆増
3級職

呈任主事3

機 6
一 一・ F増

6
一 皆 2

一 皆増

電　　　気 6
一 増 3

一 1皆増
2

｝ 皆増

小　　計 2，202 一 皆増 1，460 一 皆増 29 一 皆増

口　　　計 【9，828 14，877 一 i4，147 韮0，896
｝ 2，522 2，074 一

｝、



（2）　　採用選考等

　　平成20年度人事委員会が実施した杉並区の採用選考等の実施状況は次のとおりである。

ア　指導室長・医師

区　分 合格者数

指導室長 0　人
医師（課長級以上） 2　人

計 2　人

イ　ー般職の任期付職員

採用職層 採用承認人数

係長職 0　人

総括係長 0　人

課長級 0　人

統括課長 0　人
部長級 0　人

（3）　管理職選考

　　ア　受験資格及び選考方法

　　　O　I類

　　　　　（受験資格）　要綱で定める職種の職務に従事する人のうち、平成21年3月末日現在、

　　　　　　　　　　　年齢55歳未満で、主任主事以上の在職期間が6年以上の人。

　　　　　（選考方法）　筆記考査（択一・記述・論文）、勤務評定、口頭試問、適性評定（技術のみ）

　　　O　I類

　　　　　（受験資格）　要綱で定める職種の職務に従事する人のうち、平成21年3月末日現在、

　　　　　　　　　　　年齢47歳以上56歳未満で、総括係長の在職期問が1年以上の人。

　　　　　（選考方法）　筆記考査（論文）、勤務評定、口頭試問

　　イ　実施状況（23区・特別区人事厚生事務組合・特別区競馬組合・東京二十三区清掃一部事

　　　　務組合の合計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、％）

有資格者数

@A
申込者数

@B

申込率

a／A

受験者数

@C

受験率

メ^B

口頭試問

i出者数

@D

口頭継罫

i出率

c／C

合格者数

@E

合格率

dIC

事務 18，268 761
4．2 540

71．0 205
38．0

97 18．0

技術1 775 94 12．1 74
78．7

21
28．4 13

17．6

技術H 479 61
12．7 37

60．7
18

48．6 13
35．11類

技術皿 1，352
43 32 33

76．7
11

33．3
7
21．2

技術計 2，606
198

7．6
144

72．7
50

34．7 33
22．9

計 20，874
959 4．6 684 7L3 255

37．3 正30 19．⑪

事務 981 213 2L7 180
84．5 140

77．8 65
36．1

H類

技術 192 40
20．8 33

82．5
11

33．3 1圭 33．3

計 1，173 253 2L6 213
84．2

15i
70．9

76
35．7

合計 22，047 1，212 5．5 897
74．0

406
45．3 206

23．0



（4）　特例転職選考

　　ア　受験資格及び選考方法

　　　　（受験資格）　日本国籍を有し、平成21年3月宋日現在、年齢満55歳未満で、

　　　　　　　　　　　「一般業務」の職務に従事する人又は、技能系職種に在職し、専ら

　　　　　　　　　　事務の業務に従事していると任命権者が認める人。

　　　　（選考方法）　筆記考査（択一・作文）、勤務評定

　　イ　実施状況（23区・特別区競馬組合の合計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、％）

区分　　職種　　　職　務

有資格老数

@A
申込者数

@B
申込率

a／A

騰　C 受験率

bIB

合格者数

@d
合格率

п^C

籍 業務 一般業務 60 20
33．3

18
90．0

13
72．2

自動車運転 1 1
100．0

正

100．0
1
100．0

技能1 ボイラー技士
1 1

1⑪0．0
翌

100．0
1
lGO．0

介護指導 59 27
45．8

23
85．2

18
78．3

電話交換 7 4
57．1

3
75．0

3
100．⑪

技能H 警備
3 2

66．7
1
50．0

0
0．0

作業1 33 18
54．5

16
88．9

13 8玉．3

調理
4 4

100．O
4 藍OO．　O 4 重00．0

技能皿
用　務 38 26 68．4 26

100．0
19
73．1

環境技能
1 1 106．0 1

100．0
鼻1

100．0

作業H
36 21

58．3
21
100．0

14
66．7

技能w 家庭奉仕 1五 6
54．5

3
50．0

2
66．7

技能系計
194 1至垂 57．2

100
go．1 76

76．G

合　　　　計　　　　　　　　　254　　　131　51．6　　　118　90，1　　　89　75，4

（注）1　技能V及び技能V［は有資格者なし

　　2　特別区競馬組合の「厩務」は、技能皿（作業H）として集計



2　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　平成20年10月10日、23区の各区議会議長及び区長に対し、一般職の特別区職員の給与等について報告

及び勧告を行った。

　その概要は次のとおりである。

（1）本年のポイント

①職員給与は民問給与とほぼ均衡（公民較差は75円、002％）しているため、月例給与の改定なし

　　・期末手当・勤勉手当（ボーナス〉も民聞の支給割合とおおむね均衡しているため、改定なし

②地域手当の支給割合を、現行の145％から16％に引上げ、給料月額を引上げ分と同率程度引下げ

　　　〔1類初任給等は給料月額を据置き〕

③勤務時間の短縮等

　　・職員の勤務時間は、民間準拠を基本としっっ、国等との制度的な均衡を図るため、1日あたり7

　　　時間45分、1週間あたり38時間45分に改定することが適当

　　・休息時間は早急に廃止すべき

（2）職員の給与に関する報告（意見）・勧告

①職員と民間従業員との給与の比較

　　ア　民間給与実態調査の内容（平成20年4月）

　　　　　　　　　　　　企業規模50人以上で、かっ事業所規模50人以上の事業所

　　　　　　　　　　　　特別区内の958民間事業所を実地調査（調査完了737事業所）

イ　職員給与等実態調査の内容（平成20年4月）

ウ　公民比較の結果

羅鰐饗釜懸灘懸繭難懇i羅難懸難灘鍵難難
’　照悌　r罵　　　尚　　　　　　　　℃
???�ﾔ鑛叢．　　　　　　“　｛　　　跡

月　例　給　　　　　　　　　　432，687円平均給与

432，612円
75円（002％）

哩?閧�sわない

特　別　給　　　　　　　　　　45玉月分年間支給月数

450月分
　001月分
哩?閧�sわない

　　　　（注）民間従業員、職員ともに本年度の新卒採用者は、含まれていない。

②　改定の内容

　ア　地域手当の支給割合の改定に伴う配分の見直し

　　・地域手当の支給割合を145％から16％に引上げ、給料月額を引上げ分と同率程度引下げ

　　　（1類初任給までの号給等の給料月額は据置き、初任給付近等の号給は引下げを緩和）

　　○行政職給料表（一）の初任給

．，藻萎講欝難鍵 箋講漿繕
守　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　停

w糠顯雛
一繊暦 碑’ハ ｮ 汽

1類（大学卒程度） 181，200円（据置き）

皿類（高校卒程度） 143，000円（据置き）



イ　初任給調整手当

　・医師及び歯科医師に対する初任給調整手当は、国及び他の地方公共団体の動向を踏まえた検討

　　　が必要

（参考1）平均年間給与額（公民比較対象職員）
蕉＿　馳‘

約7．186千円

（参考2）モデルケースによる試算

　　○ケース1　⇒係員（1級29号給）、年齢25歳、

　　　　　　　　　扶養手当：無、住居手当：有

難蒙灘懸繰翔類難難譲蕪糠難難鍵騨羅議灘菱．難

218，492円 3，568千円

○ケース2 ⇒係長（4級6正号給）、年齢40歳、

　扶養手当：配偶者、子2人（教育加算無）、住居手当：有

灘難蒙難頚灘繕蒙難譲i譲馨懇萎難難難聞給鑛藏鍵難蒙

453，776円 7，561千円

○ケース3 ⇒課長（6級69号給）、年齢45歳、

　扶養手当：配偶者、子2人（教育加算無）、住居手当：有

i懸灘懇難灘蕪穏額蓬難1藻藩舞難霧蒙蟻綴灘鰻縫鑛難籍難議叢

637，636円 10、705千円

○ケース4 ⇒部長（8級55号給〉、年齢50歳、

　扶養手当：配偶者、子2人（内教育加算1人）、住居手当：有

羅霧馨灘簾錘菊鯨難難難箋1諜護灘羅羅難簾罐叢蒙懇灘繋

76L292円 12，920千円

　ウ　実施時期

　　　・改正条例の公布日の属する月の翌月の初日（公布日が月の初日であるときは、その日）から

　　　　実施

③特別区の給与構造の改革

　ア　地域手当の支給割合

　　　・国等との制度上の均衡を図り、区民に理解されやすい給与制度とする趣旨等から、これまでと

　　　　同様の取扱いとする。

　イ　給与カーブのフラット化

　　　・今後とも、民間賃金の動向を考慮しながら、中高齢層職員と若年層との世代闘配分の是正に取

　　　　組む。

　ウ　勤勉手当への成績率のさらなる反映

　　　・能力・業績主義をより二層推進する観点から、各区においては国等の動向も注視しながら、勤

　　　　勉手当への成績率のさらなる反映に向けて取り組むべきである。



④教育職員の給与制度

　　　・区費負担の小・中学校教育職員及び区が設置する中等教育学校の教育職員に適用される給与制

　　　　度は、東京都の教育職員との均衡を考慮して改定等を行うことが適当

　　　・現行の幼稚園教育職員給料表においては、教頭と教諭が同じ級に格付けられている。法改正に

　　　　より設置が可能となった職の設置の必要性も含め、級構成の検討が必要

（3）人事制度、勤務環境の整備等に関する報告（意見）

①　人事制度

　　ア　人材育成

　　　　・任命権者は、異動や昇任を職員のキャリアアップの大きな節目と捉えて人材育成を図ることが

　　　　　必要。職層ごとの役割・能力を到達目標として示し、職員が主体的に能力を獲得できるように

　　　　　評額制度の活用等を行うことが必要

　　　　・技術系職員の拉術力・組織力の維持・向上が課題。技術系職員の育成には、各区における取組

　　　　　みの充実のほか、幅広い技術系職員の交流や研修等、特溺区全体を見渡した新たな取組みが必

　　　　　要

　　イ　採用

　　　　・行政サービス拡充のため、採用チャネルを拡大し、必要な人材を確保。任命権者は、行政サー

　　　　　ビスや組織活力のさらなる向上のため、採用チャネルの活用拡大や公務に有用な人材と配置に

　　　　　関する検討が必要。本委員会は人材供給構造の多様化を見極めながら、採用チャネルの拡大の

　　　　　あり方等にっいて引き続き検討

　　　　・行政課題が複雑・高度化する傾向。高度の専門的な知識や資絡を有する人材をスタッフ機能と

　　　　　して活用する仕組みの検討と整備が必要

　　　　・来年度の1類採用試験から、筆記試験内容を精査し、より幅広い層が受験しやすくなるよう改

　　　　　正

　　ウ　昇任　　　　　　　　　　　　，

　　　　・昇任選考の申込者が減少傾向。任命権者は、仕事にやりがいや達成感を持つことのできるよう、

　　　　　適正な総織運営を心がけるべき

　　　　・管理職選考の申込者の割合が低迷。管理職に相応しい資質、能力、意欲を持っ職員を的確に選

　　　　　抜するため、職員のライフスタイルの変化、中堅職員層の多忙な職務実態を考慮しつつ、早期

　　　　　の改正が必要

　　工　人事評価

　　　　・評価制度は、能力・業績及び職責に基づく人事・給与制度確立の根幹。制度運用を行いつつ、

　　　　　不断の検証を行い、改善を重ねて精度の向土が不可欠

　　　　・評価制度は、人材育成や給与処遇への反映について各区で取組みが進行。さらに昇任や異動等

　　　　　の任用管理に活用し、総合的な人事・給与制度の充実が求められる。　　　　　　　　　　、

　　オ　その他の課題

　　　　・転職制度は、これまで大きな制度見直しが行われていない。能力の有効活用等の観点から、転

　　　　　職制度全体の枠組みの整理、再構築の検討が必要

　　　　・管理職にっいては、これまでの交流制度に加え、地方自治法に基づく派遣制度を活用した積極

　　　　　的な人材交流が図られている。任命権者は、各区における人材育成を基本としつつ、人材交流

　　　　　の仕組みを活用し、より幅広い視野を持っ職員の育成が必要



②勤務環境の整備

　ア　職業生活と家庭生活の両立支援

　　　・職業生活と家庭生活の両立支援を進めるためには、育児短隠問勤務制度等の適切な運用が図ら

　　　　れることがより重要

　イ　勤務時間の短縮等

　　　・民問準拠を基本としっっ、国等との制度的な均衡を図るため、職員の勤務時間を1日あたり7

　　　　時間45分、1週間あたり38時闘45分に改定することが適当

　　　　○特別匿内の民閲事業所における平均所定労働時間の状況

　　　・これまでも言及してきた休息時間にっいては、早急に廃止すべき

　　　・動務時間の短縮等を行う場合は、行政サービスに支障を生じさせない適切な勤務体制の整備が

　　　　必要。行政コストの増加を招かないことを基本とするべき

　ウ　超過勤務の縮減等

　　　・超過勤務の縮減等は、ワーク・ライフ・バランスの観点からも重要。全庁的な取組みの強化と

　　　　あわせて、組織の実態に応じたより実効性のある具体的な取組みが必要

　エ　心の健康（メンタルヘルスの推進）

　　　・早期発見や予防を中心とした職場での心の健康づくり対策のさらなる充実に加え、ストレスの

　　　　低減に向けた職場風土の改善が必要

③　公務員倫理

　　　・公務に対する社会の目が厳しくなっている昨今の状況を鑑み、職員一人ひとりが改めて公務員

　　　　のあるべき姿を強く認識すべき。任命権者は、意識啓発や倫理研修等の充実のほか、不祥事が

　　　　起きない組織づくりを行うべき



3　勤務条件に関する措置の要求の状況

　平成20年度中における杉並区の措置要求の状況は、下記のとおりです。

前年度からの

p続件数A

20年度

v求件数B
完結件数　C

翌年度継続

署煤@A＋B－C 備　　　　　考

o 0 0 0

4　不利益処分に関する不服申立ての状況　　　　　　　一

　　平成20年度中における杉並区の不服申立ての状況は、下記のとおりです。

前年度からの

p続件数A

20年度

¥立て件数B 完結件数　C
翌年度継続

署煤@A＋B℃ 備　　　　　考

0 0 o o
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